
令和２年度決算公告

医療法第51条の3の規定に基づき次のとおり公告します。
令和３年７月26日 奈良市鶴舞西町1番15号

社会医療法人　松本快生会
理事長　松本　宗明

　　　その他の固定資産 23,075 　純　資　産　合　計 △ 611,866

　　　有価証券 11,053 　　　設立等積立金 8,962
　　　役職員等長期貸付金 3,925 　　　繰越利益積立金 △ 622,140

　　　その他の無形固定資産 301 科　目 金　額
　３　その他の資産 64,339

資　産　合　計 5,015,332 負債・純資産合計 5,015,332

　　　長期前払費用 5,041 Ⅱ　評価・換算差額等 1,311
　　　前払年金費用 21,243 　　　 その他有価証券評価差額金 1,311

Ⅰ　積立金 △ 613,177

　２　無形固定資産 22,920 　負　債　合　計 5,627,199
　　　ソフトウェア 22,618 純資産の部

　　　土地 1,600,612 　　　長期未払金 17,939
　　　その他の有形固定資産 9,222

　　　その他の器械備品 64,425 　　　長期借入金 4,587,032
　　　車両及び船舶 10,513 　　　長期リース債務 37,986

　　　構築物 51,300 　　　その他の流動負債 0
　　　医療用器械備品 87,194 Ⅱ　固定負債 4,642,957

　１　有形固定資産 3,390,375 　　　前受収益 104
　　　建物 1,567,108 　　　賞与引当金 199,494

　　　貸倒引当金 △ 9,505 　　　未払消費税等 6,298
Ⅱ　固定資産 3,477,635 　　　預り金 53,418

　　　前払費用 14,149 　　　未払金 146,919
　　　その他の流動資産 602 　　　未払費用 1,055

　　　たな卸資産 37,208 　　 　１年以内返済予定長期借入金 246,608
　　　前渡金 440 　　　短期リース債務 11,334

　　　現金及び預金 637,550 　　　買掛金 174,008
　　　事業未収金 857,251 　　　短期借入金 145,000

科　目 金　額 科　目 金　額
Ⅰ　流動資産 1,537,697 Ⅰ　流動負債 984,241

貸　借　対　照　表　
(令和３年３月31日現在）

（単位：千円）
資　産　の　部 負　債　の　部



(単位：千円）

Ａ 本来業務事業損益
1 事　業　収　益 5,325,328
2 事　業　費　用

（1）事　　業　　費
（2）本　　部　　費 4,852,920

本来業務事業利益 472,407
Ｂ 附帯業務事業損益

1 事　業　収　益 262,756
2 事　業　費　用 226,203

附帯業務事業利益 36,552
508,959

417

75,324
434,052

7,186

3,859
437,380

4,336
433,043

法人税 ・ 住民税及び事業税 4,336
法 人 税 等 調 整 額 -
当 期 純 利 益

有 価 証 券 売 却 損 146
そ の 他 の 特 別 損 失 3,712

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 益 21
そ の 他 の 特 別 利 益 7,165

　Ⅴ　特　別　損　失

支 払 利 息
経 常 利 益

　Ⅳ　特　別　利　益

　Ⅱ　事　業　外　収　益
受取利息及び配当金

　Ⅲ　事　業　外　費　用

事 業 利 益

　Ⅰ　事　業　損　益

4,852,920
　　　　　　　　　　　　-

損　益　計　算　書　
(自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

科　　　　　　目 金　　　　　　額



 

 

 

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

１ 継続事業の前提に関する事項 

該当事項はありません。 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

 ア．時価のあるもの 

   期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

よって処理し、売却原価は移動平均法により算出しています。） 

イ．時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

最終仕入原価法 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）並びに平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物付属

設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、法人税に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物          ６年～39 年 

構築物         10 年～45 年 

 医療用器械備品     ４年～10 年 

 その他の器械備品    ２年～15 年 

 車両及び船舶      ２年～６年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 



 

 

 

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とするリース期間定額法

によっております。 

 

４ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、前々会計

年度末の負債総額が 200 億円未満であることから、法定繰入率により計上

し、貸倒懸念債権、破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当

会計年度に負担すべき額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

前々会計年度末の負債総額が 200 億円未満であることから、職員の退職

給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務を簡便法（退職給

付に係る期末要支給額を退職給付債務とする方法）により計算し、計上し

ております。 

 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、

資産に係る控除対象外消費税等は、その他の固定資産に資産計上しておりま

す。 

 

６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

該当事項はありません。 

 

７ 重要な会計方針を変更した旨等 

該当事項はありません。 

 

８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関す

る事項 

該当事項はありません。 



 

 

 

９ 担保に供されている資産に関する事項 

  【担保に供している資産】 

科目 金額（千円） 

 事業未収金 615,678 

 建物 1,555,986 

 土地 1,596,001 

計 3,767,666 

  【担保に係る債務】 

科目 金額（千円） 

 短期借入金 145,000 

 １年以内返済予定長期借入金 246,608 

 長期借入金 4,587,032 

計 4,978,640 

 

１０ 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

① 法人である関係事業者 

該当事項はありません。 

 

② 個人である関係事業者 

該当事項はありません。 

 

１１ 重要な偶発債務に関する事項 

該当事項はありません。 

 

１２ 重要な後発事象に関する事項 

該当事項はありません。 

 

１３ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

① 有形固定資産の減価償却累計額 2,949,788 千円 

 

② 新型コロナウイルス感染症関連の補助金 

Ⅰ事業損益 Ａ本来業務事業損益 １事業収益に含まれるもの 229,222 千円 

 

以上 




